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資料 1　調査団員・氏名

（1）基本設計調査

氏　名 担　当 所　属

吉田� 勝美 総括
　国際協力事業団　無償資金協力部

　業務第四課　課長

中尾　� 直 技術参与 　水産庁� 資源管理部� 国際課

若林� 　基治 計画管理
　国際協力事業団� 無償資金協力部� 業務第四課

藤木� 　暢
業務主任/

水産養殖施設計画

オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）

古賀　省二郎 土木計画 日本工営株式会社

銭� 錦麟 機材計画
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）

水谷� 聖 自然条件調査 日本工営株式会社

立木　亨
施工・調達計画/積算 オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）

府川　福 通訳（越語）
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）

（2）基本設計概要説明調査

氏　名 担　当 所　属

金丸　守正 総括
　国際協力事業団

　ヴィエトナム事務所　所長

中尾　� 直 技術参与 　水産庁� 資源管理部� 国際課

神内　圭 計画管理
　国際協力事業団� 森林・自然環境協力部

　水産環境協力課　副参事

藤木� 　暢
業務主任/

水産養殖施設計画

オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）

古賀　省二郎 土木計画 日本工営株式会社

銭� 錦麟 機材計画 オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）

布施　好子 通訳（越語）
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社（ＯＡＦＩＣ）
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資料 2　調査行程

（1）基本設計調査
調査内容

日順 月日 曜日 官団員

（技術参与）

官団員

（計画管理）

官団員

（総括）

コンサル

（C1,C2,C3,C5,C6）

コンサル

（C4）

1 5/15 水 東京→香港→ハノイ

JICA 事務所表敬

東京→香港→ハノイ

JICA 事務所表敬

2 5/16 木 大使館表敬、漁業省表敬 大使館表敬、漁業省表敬

3 5/17 金 ハノイ→ニャチャン

第 3 養殖研究所・水産大学・

海洋生物研究所表敬・

カンホア省人民委員会表敬

ハノイ→ニャチャン

第 3 養殖研究所・水産大学・

海洋生物研究所表敬・

カンホア省人民委員会表敬

4 5/18 土 サイト調査 東京→香港→ハノイ サイト調査

5 5/19 日 団内協議 ハノイ→ニャチャン 団内協議

6 5/20 月 第 3 養殖研究所協議、ニャチャン→ハノイ サイト調査

7 5/21 火 漁業省協議 ニャチャン→ハノイ

8 5/22 水 漁業省協議、ミニッツ署名 再委託調査準備

9 5/23 木 大使館、JICA 報告 大使館、JICA 報告

ハノイ→ホーチミン→プノンペン

大使館、JICA 報告 資料収集

10 5/24 金 ハノイ→香港→東京 JICA 協議、サイト調査

プノンペン→バンコク→東京

水産事情調査 資料収集

11 5/25 土 東京着 水産事情調査 ハノイ→ニャチャン

C1,�C3,C6 C5 C2 C4

12 5/26 日 水産事情調査 資料整理 自然条件調査

13 5/27 月 漁業省協議、統計庁訪問 漁業省協議、統計庁訪問 漁業省協議 自然条件調査

14 5/28 火 第 1 養殖研究所調査 第 1 養殖研究所調査 第 1 養殖研究所 自然条件調査

15 5/29 水 市場調査 建設事情調査 建設事情調査 自然条件調査

16 5/30 木 カットバ養殖施設調査 カットバ養殖施設調査 カットバ施設調査 自然条件調査

17 5/31 金 市場調査 調達事情調査 建設事情調査 自然条件調査

18 6/1 土 ハノイ→ニャチャン　第 3 養殖研究所協議 自然条件調査

19 6/2 日 団内協議 自然条件調査

20 6/3 月 第 3 養殖研究所協議 調達事情調査 サイト状況調査 自然条件調査

21 6/4 火 第 3 養殖研究所協議 調達事情調査 サイト状況調査 自然条件調査

22 6/5 水 海洋研究所、水産大学調査 水産大学調査 サイト状況調査 自然条件調査

23 6/6 木 第 3 養殖研究所協議 調達事情調査 サイト状況調査 自然条件調査

24 6/7 金 第 3 養殖研究所協議 調達事情調査 サイト状況調査 自然条件調査

25 6/8 土 養殖漁家意識調査 施工計画調査 環境配慮 自然条件調査

26 6/9 日 ニャチャン→ホーチミン 環境配慮 自然条件調査

27 6/10 月 第 2 養殖研究所 調査調達事情調査 環境配慮 自然条件調査

28 6/11 火 第 2 養殖研実験施設調査 第 2 養殖研実験施設調査 土木工法検討 自然条件調査

29 6/12 水 水産事情調査 調達事情調査 土木工法検討 自然条件調査

30 6/13 木 ホーチミン→ハノイ

漁業省協議

ニャチャン→ハノイ

漁業省協議

自然条件調査

31 6/14 金 漁業省協議 自然条件調査

32 6/15 土 団内協議 ニャチャン→ハノイ

33 6/16 日 資料とりまとめ

34 6/17 月 漁業省協議

35 6/18 火 大使館、JICA 事務所報告、

36 6/19 水 ハノイ→香港→東京

C1:藤木：業務主任・水産養殖施設計画、C2:古賀：土木計画、C3:銭：機材計画、C4:水谷：自然条件調査、

C5:立木：施工・調達計画/積算、C6:府川：通訳
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（2）基本設計概要説明調査

調査内容

日順 月日 曜日 官団員

（技術参与）

官団員

（計画管理）

官団員

（総括）

コンサル

（C1,C2,C3,C4）

1 9/2 月 東京→香港→ハノイ 東京→ハノイ

2 9/3 火 JICA 事務所、大使館表敬、投資計画省、漁業省表敬

3 9/4 水 漁業省協議

4 9/5 木 ミニッツ署名

5 9/6 金 大使館報告

ハノイ→東京

ハノイ→ニャチャン

第 3 養殖研究所協議

大使館報告

ハノイ→東京

6 9/7 土 東京着 ニャチャン→ハノイ

ハノイ→東京

東京着

7 9/8 日 東京着

C1:藤木：業務主任・水産養殖施設計画、C2:古賀：土木計画、C3:銭：機材計画、C4 布施:通訳
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資料 3　関係者（面会者）リスト

計画投資省

　Ho�Quang�Minh 海外経済協力局副局長

漁業省

　Nguyen�Viet�Thang 副大臣

　Ho�Van�Hoanh 国際協力局長

　Pham�Quang�Toan 国際協力局専門員

　Doan�Manh�Cuong 国際協力局専門員

　Thai�Thanh�Duong 漁業情報センター　センター長

　Pham�Tuyet�Nhung 漁業情報センター　副センター長

　Duomg�Long�Tri 漁業情報センター　副センター長

第 3 養殖研究所

　Nguyen�Hung�Dien 所長

　Nguyen�Thi�Xuan�Thu 副所長

　Dao�Van�Tri 養殖研究課長

　Le�Duc�Minh 主任研究員

　

第 2 養殖研究所

　Nguyen�Van�Hao 所長

　Nguyen�Van�Trong 水族環境部長

第 2 養殖研究所ブンタオセンター

　Nguyen�Trong�Hien ブンタオ養殖センター主任

　Vo�Ninh�Son ブンタオ養殖センター研究員

　Nguyen�Van�dam ブンタオ養殖センター研究員

第 1 養殖研究所

　Pham�Anh�Tuan 副所長

第 1 養殖研究所カットバセンター

　Le�Xan カットバー養殖センター所長

　Tran�Tuyet�Nhung カットバー養殖センター研究員

カンホア省人民委員会

　Tran�Minh�Duan 副委員長

カンホア省環境局

　Nguyen�Van�Huot 環境局長

　Do�Phi�Phong 環境局副局長
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カンホア省気象局

　Vo�Anh�kiet 気象局主任

ニャチャン水産大学

　Tran�Thi�Luyen 副学長

　Lai�Van�Hung 副学部長

海洋研究所

　Nguyen�Tac�An 所長

　Do�Minh�Thu 副所長

ICLARM

　Reiner Pit 養殖専門家

ACIAR

　David Man 養殖専門家

在ハノイ日本大使館

　宮川一等書記官

　青木勇司二等書記官

　菊森佳幹二等書記官

在ハノイ JICA 事務所

　金丸守正 所長

　戸川正人 次長

　仲宗根邦宏 所員
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資料 6　事前評価表

事業事前評価表

1.協力対象事業名

ヴィエトナム国　ニャチャン海洋養殖研究・開発センター建設計画

2.我が国が援助することの必要性・妥当性

（1）我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性

　我が国は、①ヴィエトナムの安定はインドシナの平和と安定にとり極めて重要であるこ

と、②人口約 7,600 万人を有し、また、一人当たり GNP（350 米ドル、98 年）は低く、

援助需要が高いこと、③91 年 10 月のカンボディア和平合意を受け、我が国が円借款を再

開したことを契機に、両国関係は将来を見据えた新たな発展段階に入り、政治面、経済面

のみならず文化面等でも緊密化しつつあること、④86 年より「ドイモイ（刷新）」路線の

下市場経済化を推進するとともに、我が国を含む域内外諸国との関係改善・拡大を進めて

きていること等を踏まえ、援助を実施している。

（2）当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性

ヴィエトナムにおいて水産業は、国民へのタンパク質の供給、雇用確保、外貨獲得の 3

つの面で重要な一次産業であり、漁業形態では、沿岸漁業が中心であり、小規模な零細漁

民が全体の 9割を占めている。

これら零細漁民による沿岸漁業資源への過剰な集中により、沿岸水産資源の枯渇が深刻

化してきており、漁業省では持続可能な水産資源開発を行うために、沿岸漁業の沖合漁業

への転換、養殖漁業の強化といった漁業開発に取り組んでいる。

漁業省は、養殖漁業が抱える問題として、エビ養殖への偏重をあげており、今後の養殖

業の発展のためには、海産魚養殖の振興、海洋養殖技術の研究・開発が必要であることか

ら、養殖セクターの国家開発計画として、「水産養殖開発国家プログラム」を策定している。

養殖漁業に必要な海産魚種苗生産技術を確立して種苗の量産化をはかるために、北部、中

部、南部をそれぞれ管轄する 3 つの国立養殖研究所が設立され研究・開発の役割を担うこ

とを期待されており、第 1 養殖研究所（北部地域担当）および第 2 養殖研究所（南部地域

担当）では既存施設の再編・拡張などを行い研究体制を整えつつある。一方、中部地域を

担当する第 3 養殖研究所では、既存の施設が手狭となっており、海産魚の養殖研究に必要

な魚類飼育施設、研究実験室等の拡張・整備ができない状況にある。

3.　協力対象事業の目的（プロジェクト目標）

本プロジェクトはヴィエトナム中部に位置するカンホア省ニャチャン市ソンロー地区にお

いて、海産魚の養殖研究技術開発のための施設及び機材の整備を通じ、海産魚の大量種苗

生産に関する研究・開発により、大量種苗生産を安定的に行える技術を確立することを目

的とする。
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4.事業の内容

（1）対象地域

　　　ヴィエトナム国中部地域

（2）アウトプット

　　　　ヴィエトナム国カンホア省ニャチャン市ソンロー地区に海産魚養殖の

　　　　研究・開発センターが整備される。

　　　

（3）インプット

　　［日本側］

養殖開発研究センターの建設（海水取水・排水設備、貯水タンク、給水高架タンク、

エアレーションシステム、親魚養成タンク、稚仔魚孵化育成タンク、クロレラ繁殖

タンク、研究管理棟、機械棟、非常用発電機等）

養殖研究実験機材の調達（生物餌料培養関係機材、孵化育成機材、栄養研究機材、

魚病環境研究機材、クレーン付きトラック、小型作業船等）

　　　

　　　教育・ワークショップ用機材の調達（ＯＨＰ、プロジェクター、ビデオデッキ等）

　　　

　　［ヴィエトナム側］

　　　　建設用地の確保と整地、電気の供給、淡水の供給等

（4）総事業費

　　　概算事業費 8.91 億円

　　　（日本側 8.73 億円、ヴィエトナム側 0.18 億円）

（5）スケジュール

　　　詳細設計期間を含め約 16ヶ月の工期を予定

（6）実施体制

　　実施機関：漁業省第 3養殖研究所
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5.プロジェクトの成果

（1）プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模

　　　　裨益対象：ヴィエトナム国中部地域の零細漁民、養殖漁家

　　　　裨益人口：約 35.5 万人

（2）事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標

　本センターの整備により、現在第 3 養殖研究所では行われていない海産魚（本プロ

ジェクト実施開始段階では、ハタとミルクフィッシュを研究対象魚種とする）の大

量種苗生産に関する研究が実施され、大量種苗生産に係わる技術が開発・確立され

る。

　　　　　　　　指標：本センターで生産される種苗数（尾/雌親魚/年）

対象魚種 2002 年（実施前） 2010 年（実施 6年後）

ハタ 0 8,300

ミルクフィッシュ 0 1,400

6.外部要因リスク

　

（1）疾病や底質など養殖環境の悪化等により、養殖業が衰退しない。

（2）漁業省からの予算措置が適切におこなわれ、本センターの運営維持に必要な資金

調達に支障がでない。

（3）本センターの周辺環境に、研究活動に支障となる変化が起こらない。

7.今後の評価計画

（1）事後評価に用いる成果指標

　　　本センターで生産された種苗数

（2）評価のタイミング

　　　施設供用開始後、2010 年以降を目処に全体の事後評価
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資料 7　参考資料/入手資料リスト

1）入手資料リスト
1 VIETNAM 2001/2002、（国家開発計画）

2 NATIONAL PRIGRAMME FOR AQUACULTURE DEVELOPMENT 1999-2000
(MINISTRY OF FISHERIES)

3 VIETNAM-DENMARK　ANNUAL SECTOR REVIEW AGREEMENT FISHERIES
SECTOR、SECOND JOINT ANNUAL REVIEW OF THE FISHERIES SECTOR
PROGRAMME SUPPORT SEPTEMBER 2000-FEBRUARY 2002

4 SUSTAINABLE AQUACULTURE FOR POVERTY ALLEVIATION, STRATEGY
AND IMPLEMENTATION、 (MINISTRY OF FISHERIES)

5 FISHERIES SCIENTIFIC AND TECHNICAL ABSTRACTS 2001

6 VIETNAM’S FISHERIES、(MINISTRY OF FISHERIES)

7 THE EASTERN SEA REOURCES AND ENVIRONMENT 2001

8 STATISTICAL DATA OF VIETNAM FISHERY 1975-2000、統計出版局

9 STATISTICAL YEAR BOOK、統計出版局

10 POTENTIALS AND PROSPECTIVE INVESTMENTS　1998

11 BUILDING CODE OF VIETNAM, （I, II, III）建設省

12 HAND BOOK FOR INVESTOR AND CONTRACTOR,　統計出版局

13 LIST OF VIETNAM CRITERIAS（大気、排水基準）、科学技術環境省

14 ニャチャン地域の気象・海象データ

15 カンホア省道路整備計画地図（ソンロー地区）、カンホア省人民委員会、2001年

16 ソンロー地区地籍図（サイト）、カンホア省人民委員会、2001年 6月

17 Low on Environmental Protection, MOSTE

18 Government Degree No.175/CP on providing Guidance for the Implementation of the
Law on Environmental Protection , MOSTE

19 Regulations for the Protection of Environment of Khanh Hoa Province, DOSTE, Khanh
Hoa Province

20 Air photograph NhaTrang City Scale1/25,000, 1995

21 Sea Chart of Khanh Hoa Province, Scale 1/500,000

22 Map of Khanh Hoa Province, Scale 1/250,000
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23 Drawing of Road Construction Plan, 2001, local Consultant Company, Khanh Hoa
Province

24 Statistical Year Book Dec, 2001, Khanh Hoa Statistical Office, Khanh Hoa Province

25 Collection of Maritime Research Works, Institute of Oceanography
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